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緒言

1.1  目的 

我が国の電力系統は社会・経済の発展に伴った電力需要に

応えるため発展してきた。この電力系統の拡大に伴い，送変

電設備の大容量・高電圧化，高信頼化が進められてきた。

近の電力の小売り全面自由化や今後の発送電分離など，国内

の電力系統を取り巻く環境が大きく変化し，電力系統にアク

セスする発電事業者の増加や，再生可能エネルギーの導入拡

大が進んでいる。電源構成の変化や電源集中などにより，短

絡電流の増加や直流分の減衰時定数増加といった遮断器の

責務に影響する事象がでてくると予想される。また，導入の

拡大が見込まれる洋上風力発電の送電システムでは，洋上に

変電所が設置される場合があり，遮断器にも洋上の特殊環境

への対応が求められるようになると考えられる。このような

背景のもと，2017 年 4 月に交流遮断器標準特別委員会を設置

し，交流遮断器規格(JEC-2300)の改正作業が進められた。本

調査専門委員会は，交流遮断器標準特別委員会と協調して，

国内の電力系統条件や使用環境に応じた標準値の制定や見

直し，特殊仕様に対する規格化の必要性を調査することを目

的としている。

これまで，遮断器規格に関わる技術背景，系統条件，開閉

責務に関して，調査専門委員会で調査され，技術報告第 600

号「真空遮断器・開閉器の特殊用途での使用例と評価法の動

向」(62) (1996 年)，技術報告第 774 号「21 世紀に向かう電力

系統における新しい開閉責務」(65) (2000 年)，技術報告第 865

号「特定用途遮断器の技術と適用状況」(66) (2002 年)，技術

報告第 1200 号「遮断器規格 JEC-2300 適用ガイド」(68) (2010

年)，技術報告第 1376 号「系統における開閉現象と高電圧遮

断器の開閉責務」(71) (2016 年)などにまとめられている。 

交流遮断器規格は 1998 年の改正から大幅に見直された

JEC-2300:2010「交流遮断器」(12)が 2010 年に発行されている。

前回の JEC-2300 改正では，技術報告 1200 号で報告された調

査内容が反映されている。その後の高電圧遮断器の開閉責務

の調査や標準化委員会での議論から検討が必要な課題とし

て(1)連続開閉試験の国際規格 IEC 62271-100 (27)のクラス

(M1，M2)との関連性，(2)非対称電流遮断の直流分減衰時定

数と遮断性能の関係，(3)進み小電流遮断責務の JEC クラス

(JC1，JC2)と IEC クラス(C1，C2)との整合性，(4)端子短絡

故障における試験手順およびアーク時間設定の 新 IEC 規

格との相違が挙がっている。本報告では，今回の JEC-2300 の

改正に向けて，これら課題に関した開閉責務を調査するとと

もに，規格に反映する必要性を議論するための非標準を含む

各種仕様について調査した結果をまとめた。 

また，過去に制定された規格を踏襲しているものに関して

は，これまでは規定時の根拠を紐解けないものがあったこと

から，規格の背景および根拠も調査し，将来の参考となるよ

うに本報告書にまとめた。

1.2  背景 

変電・配電設備の設置状況

近年は 2013 年に閣議決定された「電力システムに関する

改革方針」を受け，電気事業法が改正されるとともに，電力

の小売全面自由化，発送電分離が行われるなど，電力事業と

しての変革が進んでいる。また，スマートグリッドやスマー

トメータなどの IoT 技術の適用拡大や再生可能エネルギー発

電の増加など，技術面でも変革が起こっている。規格改正に

あたり，これらの影響を検討するため，発変電設備の容量推

移や再生可能エネルギーの導入・普及の状況を調査した。

遮断器の仕様の状況

遮断器の仕様は，これまでは，電力系統でのより高い定格

電圧の導入や設備容量の増強による短絡容量の増加に伴い

見直されてきた経緯がある。定格電圧は公知の通り従来から

の標準電圧が用いられ変化はない。短絡容量については，発

電容量や設備容量の変化で類推が可能である。JEC-2300:2010

改正時と現在(2015 年時点)を比較すると，図 I-1 に示すよう

に，発電設備容量の増加はわずかであり，全体に対する容量

は少ないが新エネ(再生可能エネルギー)関係の設備が増加

している。また，図 I-2 に示す発電電力量は省エネ，節電が

浸透するなどで，ここ数年は減少傾向になっている。変電所

の増加の推移を図 I-3 から図 I-6 に示す(文献(118)のデータを

元にグラフ化，図 I-3 と図 I-5 の 1999 年に特異なデータがあ

るが，そのまま掲載した)。変電所の出力容量別あるいは公称

図 I-1  発電設備容量の推移[出展:文献(117) pp.186, 第 214-1-7]

Fig. I-1. Change in capacity of electric power generating facilities 

図 I-2  発受電電力量の推移[出展:文献(117) pp.187, 第 214-1-8]

Fig. I-2. Change in capacity of generated electric power 
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